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Ⅰ　基本事項

Ⅱ　点検項目

　海岸管理者により、施設の変状について定期的に点検を実施している。また、陸閘につい
ては操作委託先の焼津市において月１回の操作確認を行い、異常が確認された場合の海岸管
理者への連絡体制を整えている。

・中港地区及び小川地区では陸閘の遠隔操作化により、施設の一元管理化が図られ、発災時
の施設機能及び操作人員の安全性が確保された。
・浜当目地区では離岸堤嵩上及び養浜工による面的防護が実現し、安定した海浜の維持が可
能となり安全な海水浴場としての利用が見込まれている。
・石津地区では整備した階段式護岸の背後を他事業により公園として整備し、地元住民の交
流の場として寄与している。

４．事業実施による環境の変化

事業費

工種
階段式護岸 L=679m、陸閘電動遠隔化 7基、陸閘電動化 1基
離岸堤嵩上げ L=500m、養浜工 V=45,000m3

2,449百万円 事業期間 平成6年度～平成23年度

３．事業により整備された施設の管理状況

焼津漁港海岸

109ha

事業目的

地区の特徴
　当海岸は、静岡県駿河湾のほぼ中央部に位置している。背後は平野が広
がっており、水産関連の工場や住宅が立地し市街地を形成している。また、
北部の浜当目地区は、市内唯一の海水浴場となっている。

２．事業概要

１．費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化

　本事業では、平成21年度に期中評価を実施し、経済効果の妥当性について評価を行った。
期中評価の際と比較して、コスト縮減による総費用の減少があり、費用便益比率は3.75から
3.85へ増加している。

　事業実施以前は、護岸等がなかったため、津波・高潮による民家への浸水や海岸侵食の進
行が懸念されていたが、本事業による護岸や離岸堤嵩上げ等の整備により、浸水・侵食被害
の懸念が改善された。現時点での費用対効果分析の結果は3.85と1.0を上回っており、一定の
効果発現が見られる。

２．事業効果の発現状況

　本事業は、津波・高潮による海水の陸域への侵入を防止し、海岸背後の地
域住民の生命・財産を守るため、階段式護岸の整備、点在する陸閘を警戒宣
言発令時や突発地震の発災時に迅速かつ的確に操作するための遠隔操作化、
離岸堤の嵩上げ、養浜を行うものである。

事後評価書（完了後の評価）

都道府県名 静岡県

事業名 侵食対策事業海岸保全施設整備事業

関係市町村 焼津市

事業主体

１．地区概要

名称

防護人口

漁港海岸名
（地区名） 焼津漁港海岸

6,456人 防護面積

静岡県
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Ⅲ　総合評価

　本事業は、海岸背後地への浸水・侵食防止を図るため、護岸、離岸堤嵩上げ等の整備により地
域住民の生命・財産の防護を図ることを目的としたものである。貨幣化が可能な効果について、
費用対効果分析を行ったところ、1.0を超えており、経済効果についても確認されている。さら
に、事業効果のうち、貨幣化が困難な効果についても、家屋の浸水が防護されることによる住民
の精神的苦痛や不安感が緩和されるような効果が認められている。
　このように、本事業により、当初想定していた浸水被害を防止し、地域住民の財産や道路等の
被害防止が図られていることから、事業の一定効果の発現が認められた。

3.75

　東日本大震災以降、本県では「静岡県第４次地震被害想定」を公表し、新たに想定された
地震・津波等への対策が急務となっており、焼津漁港においても必要堤防高を満たない区間
の海岸保全施設の整備を進めると共に、既存施設の耐震化・粘り強く減災効果を発揮する構
造への改良を検討していく。

　当該地区の人口は、平成21年(期中評価時)の7,422人から平成28年(事後評価時)では6,456
人と減少しているが、総便益の算定にあたっての大きな影響は生じていない。
　また、東日本大震災を受けて、全国的に地震・津波対策に対する考え方に変化が生じ、焼
津漁港では学識経験者、地元代表者等で構成する「焼津漁港津波対策検討委員会」を設置し
た。新たな知見を取り入れた津波対策の検討を行い、とりまとめた基本方針に基づいて新た
な整備を進めている。

７．事業の投資効果が十分見込まれたか

５．社会経済情勢の変化

現時点の
Ｂ／Ｃ

3.85
※別紙「費用対効果分析
集計表」のとおり

平成21年評価時の
費用便益比Ｂ／Ｃ

６．今後の課題
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１　基本情報

２　評価項目

千円

千円

千円

千円

計（総便益額）　　　　　　Ｂ 千円

総費用額（現在価値化）　　Ｃ 千円

費用便益比　　　　　　　　Ｂ／Ｃ

３　事業効果のうち貨幣化が困難な効果

費用対効果分析集計表

都道府県名

事業名

漁港海岸名
（地区名）

焼津漁港海岸静岡県

海岸保全施設整備事業
(侵食対策事業)

50年施設の耐用年数

　家屋の浸水が防護されることによる住民の精神的苦痛や不安感が緩和されるような効果

浸水防護便益

侵食防止便益

海岸環境保全便益・海岸利用便益

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

便益の評価項
目及び便益額

評価項目 便益額（現在価値化)

3.85

53,238,563

815

0

13,815,000

0

53,239,378



小川地区

鰯ヶ島地区城之腰地区

中港地区

離岸堤嵩上げ
延長500m
養浜工
土量45,000m3

新屋地区

階段式護岸
延長679m

石津地区

浜当目地区

陸閘電動遠隔化 ７基
陸閘電動化 １基

海岸保全施設整備事業 焼津漁港海岸 事業概要図

事業主体：静岡県
主要工事計画： 階段式護岸 679m

陸閘電動遠隔化 7基
陸閘電動化 1基
離岸堤嵩上げ 500m
養浜工 45,000m3

事業費：2,449百万円
事業期間：平成６年度～平成２３年度

【整理番号４０】
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１．焼津漁港海岸の概要
（１） ：
（２） ：
（３） ：

（４） ： 階段式護岸　Ｌ＝６７９ｍ
陸閘電動遠隔化　ｎ＝７基、陸閘電動化　ｎ＝１基
離岸堤嵩上げ　Ｌ＝５００ｍ
養浜工　Ｖ＝４５,０００㎥

（５） ： ２,４４９百万円
（６） ：

２．総費用便益比の算定
（１）総費用総便益比の総括

（２）総費用の総括 (単位：千円)

（３）総便益額の総括 (単位：千円)

13,815,000

焼津漁港海岸の事業の効用に関する説明資料

地 域
受 益 面 積
事 業 目 的

静岡県焼津市　石津地区、焼津地区、浜当目地区

　本事業は、津波・高潮による海水の陸域への進入を防止し、海岸
背後の地域住民の生命・財産を守るため、階段式護岸の整備、点在
する陸閘を警戒宣言発令時や突発地震の発災時に迅速かつ的確に操
作するための遠隔操作化、離岸堤の嵩上げ、養浜を行うものであ
る。

109ha

護岸、遠隔化、電動化
離岸堤嵩上げ、養浜

施設名
（又は工種）

総費用（現在価値化） ①

総便益額（現在価値化） ②

13,037,000 778,000

効果の要因

計 53,239,378

侵食防止便益 815
海岸浸食による土地消失や資産被害が防
止・軽減されることによる便益

海岸利用便益 0
海水浴やレクリエーションなどの海岸利用
が促進されることなどによる便益

浸水防護便益 53,238,563
高潮、津波等による浸水から背後地の資産
等を守ることによる便益

効果項目
区　　分

年総効果額

事 業 費

主 要 工 事 計 画

総費用総便益比

評価（事業期間＋５０年）

③＝②÷①

工 期 平成６年度～平成２３年度

区分 算定式 数値

(単位：千円)

備　　　考
（２）総費用の総括　参照

（３）総便益額の総括　参照

94年

13,815,000

53,239,378

当該事業費
①

維持管理費
②

総費用
③＝①＋②

3.85
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（４）総便益額算出表
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３．効果額の算定方法

（１）浸水防護便益
○効果の考え方

○焼津市の資産数量(焼津市統計書、静岡県農業センサス、静岡県工業統計調査)
・家屋棟数 棟
・世帯数 世帯
・床面積 ㎡
・家屋１棟当たりの床面積 ㎡/棟
・家屋１棟当たりの世帯数 世帯/棟
・農漁家数 軒
・事業所数 軒

○一般資産の資産評価額(H28.3治水経済調査マニュアル(案))
・家屋資産額 千円/㎡
・家庭用品評価額 千円/世帯
・農漁家償却資産評価額 千円/軒
・農漁家在庫資産評価額 千円/軒
・事業所償却資産評価額 千円/軒
・事業所在庫資産評価額 千円/軒

○年平均便益の算定式
・一般資産被害額 Σ(年平均被害額＝年平均超過確率×平均被害額)
・公共土木資産被害額 一般資産×1.8
・公益事業等被害額 一般資産×0.03

○被害施設数の算出

※浸水高別被害率は、「H16.6海岸事業の費用便益分析指針(改訂版)」による。

1.0

表－１　一般資産被害率一覧表

122.20
0.62

1,302
5,521

　浸水被害が予想される地域内の恒久的な施設である家屋、公共土木施設及び公益事業等の償却資産
を評価し、浸水高さごとに被害額を勘案して被害軽減額を算定する。

70,585
43,554

8,625,654

浸水高浸水深等の規模
高潮 津波

～45cm 45～95cm 95～145cm 145cm～ ～150cm 151cm～資産種類等
床下浸水 床上浸水

0.278
0

0.021
0

　高潮及び津波浸水被害による一般資産被害率(表－１)を考慮し、地区別に一般資産(家屋、家庭用
品(世帯数)、農漁家、事業所)の被害施設数(表－２)を算出。

507
29,324
18,362

202.1
13,004
1,578

家庭用品
家屋 0.0449 0.151 0.229 0.480 0.5 1.0

0.189 0.489 0.889 0.5
0.308 0.416 0.5 1.0

0.259 0.555 0.859 0.5 1.0

40年
320

0.589 1.000 0.5 1.0
0.166

高潮

0.401 1.000 0.5 1.0

焼津地区
津波

表－２　被害施設数
浜当目地区石津地区

高潮資産項目

事業所
償却資産
在庫資産

0.101
0.056

農漁家

77
48
1
6

1,800
1,111

33
141

農漁家数(軒)
事業所数(軒)

家屋数(棟)
家庭用品(世帯)

10～50年確率 100年確率

償却資産
在庫資産

0.187

197
6

25

10年
240
148

4
19

20年
300
185

6
23

50年
320
197

6
25

30年
320
197

6
25
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○年間標準便益額の算定

(単位：百万円)

※丸め処理により、費用対効果分析シートと若干数値が異なる。

(単位：百万円)

(単位：百万円)

34,665 1,322 2,106 2,909

確率年 年平均確率 年平均被害額

家屋
家庭用品

1
207 334 475

1
1/10
1/20

0.90000
0.05000

想定被害額
0

計 382

表－４.２　浜当目地区一般資産の年平均被害額軽減額(高潮)

確率年 年平均確率 想定被害額 平均被害額 年平均被害額

1/30
1/40
1/50

0.01667
0.00833
0.00500

表－５　年間標準便益額
(単位：百万円)

合計 773

1 0
1/10 0.90000 1,322 661 595
1/20 0.05000 2,106 1,714 86
1/30 0.01667

資産項目
石津地区 焼津地区

高潮 津波
100年確率

浜当目地区

20年
1,154

615
3

30年
1,540

891
3

40年
2,146
1,261

5
660

4,072

50年
2,276
1,384

5
713

4,378

表－３　一般資産の確率外力ごとの被害額

高潮

23,462
7,623

農漁家 37
事業所 3,543

10～50年確率
227
96
0

59

10年
762
352

172
19
6
3
2

表－４.１　石津地区一般資産の年平均被害額軽減額(高潮)

合計 202

382
382
382
382
382

平均被害額

191
382
382
382
382

2,909 2,508 42
1/40 0.00833 4,072 3,491 29
1/50 0.00500 4,378 4,225 21

773
1,391

23
2,186

項目
年平均被害額

石津地区 焼津地区 浜当目地区

合計
公益事業等被害額(一般資産の0.03)
公共土木被害額(一般資産の1.8)

一般資産被害額 202
364

6
573

34,665
62,397
1,040

98,102

50年間で想定される被害額は、【Σ(98,102百万円×各年における地震発生確率)＝38,747百万円】と
なる。

注）焼津地区の津波浸水による年平均被害額は、各年における地震発生確率を乗じ、50年間で想定さ
れる被害額を算出する。

注)
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（２）侵食防止便益(浜当目地区)
○効果の考え方

・想定侵食域の面積： Ａ＝35,920㎡(侵食区域図より)
・想定侵食域内の土地価額： 円/㎡

○年間便益額の算定

35,920㎡×42円/㎡＝ 千円

　／ 年 ＝ 千円/年

　浜当目地区の年間侵食速度は、1.3ｍと想定すると、50年度の想定汀線は65ｍ後退することにな
る。
　侵食区域図は、別図に示す。

42

1,509

501,509 千円 30
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○土地価額の算定

　［方法1］取引事例、不動産鑑定事例を用いた評価方法(分析指針P.56)

・旧浜岡町による不動産評価額： 87円/㎡(平成11年荒地)

・現在価値化： 市街地価格指数(全用途平均)を修正係数として採用する。
(H28.9)49.6/(H11.9)103.1＝ 0.48
87円/㎡×0.48＝ 42 円/㎡

出典：(財)日本不動産系急所「市街地価格指数(六大都市を除く)」

　砂浜の土地価額の算定は、鑑定評価の実施または簡便法による算定法があり、簡便法に
よる算定では参考値として500円/㎡(基準年度：平成10年)がある。当該地区の砂浜の価格
は、林地等の算定方法により設定する。

当該地区における取引事例等がないた、近隣の浜岡海岸(荒地)における事例に
より算定する。

出典：平成11年度浜岡海岸海岸調査報
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